

















































































































































































































（7時から 23時まで） 24時間 1週間 100㎞まで 101㎞から
ミ　ニ 200 2,400 14,400 26 22
小　型 240 2,760 16,560 26 22
中　型 280 3,240 19,440 32 22
大型車 400 3,960 23,760 40 28
特　大 440 4,440 26,640 41 29
図 9　カーシェアリングのキーロッカー
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掛けである。車種も利用目的に応じて自由に選べるということである。この団地では、7
台の車両がフル稼働ということであった。
Ⅵ　環境への正面からの取組み
　日本人とドイツ人との環境に対する意識には、そんなに差はないと言われている。どち
らも「環境問題を深刻に受けとめ、地球温暖化防止のために何らかの取組みがしたい」と
思っている人たちが半数以上に達している国民であると言われている。
　しかし、実際の行動となると両者には、大きな開きがみられる。その原因は、環境行動
するための受け皿となるインフラ、組織化された環境団体・環境保護を重視した政治シス
テム等が整備されていないことが考えられる。
　このことは、日本はまだまだ遅れていて、ある面では環境整備に対する土壌が備わって
いないともいえる。一方、日本人の特性から考えると身近に発生する環境汚染には敏感に
反応し危機意識を素早く抱く。このように反応が極めて高い反面、行政が実行すべきだと
してすべてを任せ、何も行動しないのが現状のようである。
　日本の環境意識は、熱しやすく冷めやすい、日本人の性格に由来していることも在るの
ではと思う。これに対して、ドイツでは、若年層に環境意識が高く、その半数が積極的な
行動を起こしているとのことである。これは、環境教育の一つの効果の表われであると考
えられている。
　わが国でも、潜在的に存在する高い環境意識が十分に発揮できるよう環境に対する、イ
ンフラ、組織化された環境団体・環境保護を重視した政治システム整備が重要である。
　実質的にカーシアリング事業化の障害になる規則は早急に緩和されることを期待する。
カーシアリングについての多くの障壁としては、車の共同使用権に関連した法規である。
①　道路運搬法：自家用車を共同で使用しようとする者は、国土交通大臣の許可。
②　道路運搬法施行規則：共同使用の許可申請手続きと貸渡者への許可申請。
③　道路運送車両法：貸渡車の運行の安全確保にたいする使用者の点検及び整備の義務。
④　自動車の保管場所の確保等に関する法律：保管場所の確保とその要件。
　以上のように、多くの法律によって規制されている。したがって、環境のための規制緩
和が必要である。一方、緩和することによって、発生する弊害や犯罪の防止策も合わせて
整備する必要がある。
　これに比べて、先進国ドイツでは住生活空間と車との間に一定の距離を置くことによる、
新たな豊かさを生み出そうとする試みが着実に始まっている。
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Ⅶ　おわりに
　この現地の視察には、永年ドイツ
に在住し、マインツ工科大学で建築
デザインを教えている河村和久教授
に同行していただき、ドイツの現状
を教えて頂いた。更に、河村先生の
ケルン市内のご自宅にも招待して頂
き家族の方々ともいろいろなお話す
る機会を得た。それは、ケルン市か
ら古い農家の建物を購入し共同生活
しているものであった。
　この建物は 600年もの古い農家の
建物を改修し、16世帯で共同住宅としてユニークな住まい方をしていた。元々は農家の
仕事場、母屋、納屋などの家屋が連なったものであが、それを改修した共同住宅を実際に
素敵に住まわれておられる。ドイツ人の気質や考え方に直接触れることができたような気
がした。また住まいに対する考え方を学ぶ有益な機会となった。
　この視察・調査と後の機会に発表するエムシャーパークの調査に当たって、明治大学理
工学部建築学科の澤田誠二先生に多くのアドバイスや紹介を頂いた。末筆になりましたが
感謝いたします。
図 10　農家改修の集合住宅（河村宅）
参考文献
・「環境先進国ドイツの今」（緑とトラムの街カールスルーエから）　著者松田雅央　㈱学
芸出版
・「カーシェアリングが地球を救う」（環境保護としてのニュービジネス）著者村上敦　洋
泉社
・ 「団地再生」（ドイツ・ケルンの文化財的農家に皆で住む）著者河村和久　水曜社
・ http://www.stellwerk60.de/system/cms/（Stellwerk60紹介サイト）
・ http://www.stellwerk60-vermietung.de/（プロジェクトの案内サイト）
